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人づくり・教育を高める分野 
 

分野２ 

「安心・成長・自立自尊の埼玉」の実現
に向けた提案・要望 

 

分野別提案・要望 
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要望先：文部科学省・厚生労働省 

県担当課：社会福祉課・小中学校人事課 

確かな学力と自立する力の育成 

 本県では、公立小・中学校の教員１人当たりの児童生徒が多く、基礎学力の向上

ときめ細やかな学習指導を実施する上で障害となっている。 

 このため、教職員配置基準の見直しなどにより教員１人当たりの児童生徒数を改

善することが必要である。 

 また、本県では、生活保護受給世帯で育った子供が大人になって再び生活保護を

受ける「貧困の連鎖」を断ち切るため、平成22年度から全国に先駆け全県で生活保

護世帯に対する教育支援を実施している。 

 生活保護受給世帯数は依然として増加を続けており、教育支援の取組を更に充実

強化する必要がある。 

 

  教職員定数の増員及び配置基準の見直し 

 学習指導要領を円滑に実施するとともに、教員が子供と向き合う時間を拡充し、

学力の向上と規範意識の育成を目指す教育を充実させるため、新たな教職員定数改

善計画を策定・実行し、教職員定数を増やすとともに、必要な財源を措置すること。 

 また、確かな学力の育成や一人一人の個性を尊重したきめ細かな教育を実施する

ため、学校当たりの学級数や学級当たりの児童生徒数が極めて多い本県の状況を踏

まえた教職員配置基準とすること。 

 

文部科学省 

◆現状・課題 

 ・ 本県は、公立小・中学校の教員１人当たりの児童生徒数が多く、基礎学力の向上と

きめ細かな学習指導を実施する上での障害となっている。 

 

  ○本県の公立小・中学校の教員１人当たりの児童生徒数（平成26年度） 

小学校 18.7人（全国２位） 全国平均 15.8人 

中学校 16.0人（全国２位） 全国平均 13.6人 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 学級編制の標準の引下げを柱とした新たな教職員定数改善計画を策定し、必要な財

源措置も含めて確実に実行すること。 

 ・ 公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律等による教職員

配置基準を見直すことにより、教員１人当たりの児童生徒数を改善すること。 

 

 1 
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生活保護世帯及び生活困窮世帯の子供に対する学習支援の推進 

○○○○ 

 本県では、生活保護受給世帯で育った子供が大人になって再び生活保護を受ける

「貧困の連鎖」を断ち切るため、平成22年度から全国に先駆け全県で生活保護世帯

に対する学習支援を実施してきた。 

 平成27年度からは生活困窮者自立支援法に基づく事業として支援対象が生活困窮

世帯に拡大されたところであり、学習支援の取組を更に充実強化する必要がある。 

 

厚生労働省 
 2 

2 
 

◆現状・課題 

 ・ 国の研究会の資料によると、生活保護世帯で育った子供が、大人になって再び生活

保護を受ける「貧困の連鎖」の発生率は25.1％に上る。 

 ・ 本県では貧困の連鎖を断ち切るため、学習支援員を配置し、中学生のいる生活保護

世帯を訪問し高校進学の必要性を理解させるとともに、学習教室で学生ボランティア

による学習指導を行っている。その結果、学習教室参加者の高校進学率が86.9％から

97.8％に約11ポイント向上した。 

 ・ また、生活保護世帯の高校生を対象に、学習教室を設置して学習指導を行うととも

に学校生活の悩みなどの相談に対応し、高校中退の防止に向けた支援を行っている。 

 

 ・ 本県の生活保護世帯の学習支援の取組は、国の緊急雇用創出事業臨時特例交付金を

活用して実施し効果を上げてきた。 

 ・ 平成27年度から生活困窮者自立支援法に基づく学習支援事業となり支援の対象は生

活保護世帯だけでなく、生活困窮世帯まで拡大したが、国庫補助率は 10 分の 10 から

２分の１に引き下げられ、国庫補助の上限となる基準額も設定された。 

 ・ 貧困の連鎖を断ち切り、未来への投資となる学習支援事業については、国庫補助率

を引き上げる等、国として積極的に財政支援すべきである。 

 ・ 平成27年度は国庫補助の基準額にこれまでの実績を踏まえた経過措置が認められ、

県が行ってきた取組を引き続き実施することが可能となった。事業を後退させないた

めに平成28年度以降も経過措置を継続すべきである。 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 各地域の実情に応じた学習支援の取組に対して、継続的に事業を実施し成果を上げ

られるよう、国庫補助率及び国庫補助の上限となる基準額を引き上げること。 

 ・ 平成 27 年度に認められた国庫補助基準額の経過措置について平成 28 年度以降も継

続すること。 
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子どもたちの豊かな心の育成と 
非行防止・立ち直りの支援 

県担当課：青少年課・生徒指導課 

要望先：内閣府・総務省・文部科学省・経済産業省 

 教育再生実行会議（第一次提言）や「いじめ防止対策推進法」を踏まえ、いじめ

の未然防止、早期発見・早期対応や教育相談体制の整備及びインターネットを通じ

て行われるいじめへの対応を充実することが求められる。 

また、通信機器の発達とともに、携帯電話に代わりスマートフォン等が飛躍的に

普及し青少年の利用も増加しており、青少年を有害情報や犯罪から守るための対応

を図る必要がある。 

 

いじめ防止対策に伴う財政支援の充実  

 いじめ防止対策推進法に規定された心理、福祉等に関する専門的知識を有し、い

じめの防止を含む教育相談に応じる者の確保や、いじめへの対処に関し助言を行う

ために学校の求めに応じて派遣される者の確保、学校ネットパトロールの実施等に

対する財政支援を充実すること。 

◆現状・課題 

 ・ 本県の公立小、中、高、特別支援学校における平成25年度のいじめの認知件数は、

2,834件と依然憂慮すべき状況にある。 

 ・ また、インターネットを通じて行われるいじめも社会的に大きな問題となっている。 

 ・ 平成27年度における本県の学校配置スクールカウンセラーは、全公立中学校360校、

高等学校には26校に配置され、週１回又は２週に１回の勤務となっている。 

 ・ また、小学校には勤務していない状況であり、いじめ防止対策推進法に規定される

いじめの防止を含む教育相談に応じる者、いじめへの対処に関し助言を行うために学

校の求めに応じて派遣される者の更なる確保が必要である。 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ いじめの防止を図るため、心理、福祉の専門家であるスクールカウンセラー及びス

クールソーシャルワーカーの配置を拡充できるよう、十分な財源を確保すること。 

 ・ 学校ネットパトロールを実施するために必要な経費を確保すること。 

 1 
 

文部科学省 
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スマートフォン等の安全・安心な環境整備  2 
 

内閣府・総務省・経済産業省 

スマートフォンやゲーム機などのインターネット通信の危険性について、青少年

及びその保護者に対して意識啓発を図るとともに、青少年有害情報の閲覧機会を最

小化するため関係法の見直しを行うこと。 

 
◆現状・課題 

 ・ 現在、青少年インターネット環境整備法により、青少年が利用する携帯電話へのフ

ィルタリングサービスの提供が義務付けられている。 

 ・ しかし、スマートフォンについては、Ｗｉ－Ｆｉなどの無線ＬＡＮ回線を利用する

場合、携帯電話事業者によるフィルタリングサービスが適用されない場合がある。 

 ・ 内閣府の調査では、青少年が利用するスマートフォンの 77.6％、携帯型ゲーム機の

70.1％、携帯音楽プレーヤーの68.8％で無線ＬＡＮ回線が利用されている。 

 ・ 警察庁の調査では、平成26年中のコミュニティサイトを通じて犯罪被害に遭った児

童数は過去最多の1,421人で、前年に比べ9.9％増加している。 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 青少年インターネット環境整備法を見直し、スマートフォンの無線ＬＡＮ回線を利

用したインターネット接続に係るフィルタリングサービスについても提供を義務化す

ること。 

 ・ 「格安スマホ」などと呼ばれる携帯電話事業者以外の事業者が販売するスマートフ

ォンについては、青少年有害情報対策が十分でなく青少年が青少年有害情報を閲覧す

るおそれがあることから、取扱事業者の実態を把握するとともに、青少年インターネ

ット環境整備法の趣旨に則った取組を進めること。 

 ・ 携帯型ゲーム機やタブレットなど、多様化する青少年のインターネット接続機器に

ついても保護者に対し一層の意識啓発を図るとともに、事業者に対し青少年有害情報

の閲覧機会を最小化するための措置を一層進めるよう求めること。 
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要望先：総務省・財務省・文部科学省 

県担当課：学事課・教育局財務課 

質の高い学校教育の推進 

 学校教育においては、全ての子供たちに教育の機会均等が求められる。 

 このため、高等学校等就学支援金制度や奨学のための給付金制度の実施に当たっ

ては、十分な財源を確保する必要があるほか、生徒や保護者などの事務負担軽減も

図る必要がある。 

高等学校等就学支援金制度の改善 

 全ての子供たちに教育の機会均等を確保する観点から、就学支援金制度について

は十分な財源を確保するとともに、支給限度額の撤廃や、受給資格要件の緩和を図

ること。 

 私立高校生等に対する就学支援金制度については、所得の低い世帯の生徒の就学

機会が奪われないよう、制度の拡充を図るとともに、国が責任を持って十分な財源

を確保すること。 

 また、就学支援金の支給事務については、学校関係者及び地方公共団体の意見を

十分に聴き、生徒、保護者、学校及び都道府県の事務負担軽減の観点から、手続の

簡素化を図ること。 

 審査事務等に係る事務費については、国がその全額について財政措置を講じるこ

と。 

 さらに、就学支援金制度の周知は、引き続き国において実施すること。 

 

総務省・財務省・文部科学省 

◆現状・課題 

 ・ 景気雇用情勢が依然として厳しい中、所得が低い世帯の生徒の就学の機会を引き続

き確保するなど、教育の機会均等を確保する観点から経済的負担を軽減する必要があ

る。 

 ・ 公立高等学校においては、平成26年度から就学支援金制度が導入された。 

 ・ 公立高等学校の定時制（単位制）及び通信制（単位制）では、支給限度額を超過す

る場合が多く生じており、それを生徒や都道府県が負担している。また、過去の履修

単位数など、生徒が正確に把握した上で申請するのは難しい。 

 ・ 通信制高校など単位制高校については、就学支援金の額が月額ではなく、１単位当

たり単価で定められている。この結果、履修単位数によって生徒ごとに支給額が異な

ることになり、非常に事務が煩雑となっている。 

 ・ 所得の基準年度が第１期と第２～４期で分かれており、制度が分かりづらい上、 

  １年生は年２回の所得審査が必要であるなど、事務が煩雑となっている。また、生徒、

保護者は申請に当たり、所得審査のための課税証明書等を添付する必要がある。 

 ・ 就学支援金の申請受付や審査事務に当たり、プライバシーへの配慮、また債権管理

等といった事務が増加するとともに、新たに事務費が発生している。 

 ・ 就学支援金制度について、中学３年生やその保護者への周知が引き続き必要である。 

 1 
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奨学のための給付金制度の改善 

 奨学のための給付金制度については、低所得世帯の生徒の就学の機会が奪われな

いよう、補助対象世帯を拡大し、補助制度の拡充を図るとともに、国が責任を持っ

て十分な財源を確保すること。 

 また、給付金の支給事務については、申請者負担軽減及び事務負担軽減の観点か

ら、地方公共団体の意見を十分に聴き、手続きの簡素化を図ること。 

 さらに、制度実施に伴い発生している新たな事務費等については、国がその全額

について財政措置を講じること。  

 県外の高等学校等に在籍する生徒の把握・周知について必要な措置を講じること。 

 2 
 

◆現状・課題 

 ・ 低所得世帯への生徒への対応について、高等学校等就学支援金制度に所得制限を導

入することにより捻出する財源を活用し、奨学のための給付金制度が創設された。 

 ・ 県単独補助の授業料軽減制度において、年収 350 万円未満世帯まで納付金の実質無

償化が図られていることから、奨学のための給付金についても、同様の世帯まで補助

対象を拡大する必要がある。 

 ・ 国庫負担３分の１の国庫補助事業として、予算の範囲内で補助金を交付するとして

いる。 

 ・ 補助対象を３つの世帯に区分しており、その確認に必要な証明書類が多岐にわたり、

事務が煩雑である。 

 ・ 制度実施のための人件費、事務費等が新たに発生している。 

 ・ 県外の高等学校に在籍する生徒の把握が困難である。 

 ・ 県外の高等学校に在籍する生徒に対し、県の制度を周知することが困難である。 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 対象となる生徒にかかる補助金については、国が責任を持って十分な財源を確保す

ること。 

 ・ 制度が複雑であり、必要書類が多岐にわたることから、手続きの簡素化を図ること。 

 ・ 制度実施に伴い発生している新たな人件費、事務費等については、国がその全額に

ついて財政措置を講じること。 

 ・ 県外の高等学校に在籍する生徒の把握に必要な調査を国が実施すること。 

 ・ 県外の高等学校に在籍する生徒に対し制度周知ができるよう必要な措置を講じるこ

と。 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 教育の機会均等を確保する観点から、十分な財源を確保するとともに、支給限度額

の撤廃や受給資格要件の緩和を図ること。 

 ・ 通信制高校など単位制高校についても就学支援金の支給要件を簡素化し、事務負担

の軽減を図ること。 

 ・ 就学支援金の支給手続の簡素化を図ること。 

 ・ 就学支援金に係る事務費の財政措置を講じること。 

 ・ 中学３年生やその保護者へリーフレットを配布する等、国において引き続き周知を

行うこと。 

 

総務省・財務省・文部科学省 
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要望先：総務省・文部科学省 

県担当課：学事課 

私立学校の教育条件の向上や父母の負担軽減など地方が主体となって推進してい

る私立学校振興策の更なる充実を図る必要がある。 

私学振興の推進 

 私立学校の教育条件の維持向上や経営の健全化など公教育の重要な一翼を担う私

立学校の振興を図るとともに、父母の経済的負担の軽減を図るために必要な財源を

確保すること。 

 

総務省・文部科学省 

私学教育の振興 

 1 
 

◆現状・課題 

 ・ 県運営費補助金に占める国庫補助金の割合は、約14％と低水準で推移している。 

 ・ 私立高等学校等経常費助成費補助金（教育改革推進特別経費）について、平成22年

度以降、交付額の圧縮が行われ、国の交付要綱に示された補助単価に基づく交付を受

けていない。 

 ・ 私立幼稚園特別支援教育費補助についても同様に、平成21年度以降、交付額の圧縮

が行われ、国の交付要綱に示された補助単価どおりの交付を受けていない。 

 ・ 平成22年度から就学支援金による私立高等学校の授業料の軽減が図られたが、依然

として私立高等学校の生徒納付金は公立高等学校に比べて高額であり、著しい負担格

差が存在している。 

 ・ 私立高等学校においては、平成26年度限りで高校生修学支援基金が廃止され、県の

一般財源の負担増となっており、授業料軽減に係る県単独補助制度の実施に当たって

の課題となっている。 

 ・ 本県の未就学児の約60％、幼稚園児の約96％が通う私立幼稚園の園児納付金も、公

立幼稚園に比べて高額であり、全ての子供に幼児教育を保障し安心して子育てができ

る環境をつくるには、私立幼稚園の父母負担軽減が必要である。 

 ・ 専修学校はキャリア教育等における社会的役割が増しているが、その振興に係る助

成は国庫補助対象ではなく、地方交付税に算定されている。 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 県運営費補助金に対する国庫補助金のより一層の充実を図ること。 

 ・ 私立高等学校等経常費助成費補助金（教育改革推進特別経費）及び私立幼稚園特別

支援教育費補助については、交付に必要な財源を確保し、交付額の圧縮が生じないよ

うにすること。 

 ・ 県が行う授業料及び保育料等の軽減事業補助全般に対する国庫補助制度の創設など、

財政措置を講じること。 

 ・ 地方交付税の算定においては、専修学校分を拡充するとともに他の学種についても

充実を図ること。 
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◆参考（初年度納付金・公私比較） 

高等学校（全日制課程）初年度納付金比較 

 

       ：高校無償化及び就学支援金による軽減（H22～H25：△118,800円） 

        平成 26年 4月からは、高等学校等に通う年収約910万円未満の世帯の   

        生徒に対して高等学校等就学支援金を支給している。 
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要望先：文部科学省 

県担当課：県立学校人事課・特別支援教育課 

特別支援教育の推進 

 特別支援教育では、障害のある子供と障害のない子供が共に教育を受ける仕組み

の構築や、早期教育・専門教育が重要となる。 

 そのため、小・中学校における通級指導教室や、特別支援学校の幼稚部等におい

て適切な支援を行うための体制整備などを推進していく必要がある。 

 

 発達障害を含む障害のある児童生徒への指導の充実を図るため、小中学校の通常

学級に在籍しながら障害に応じた特別の指導を行う通級指導教室や、特別支援学校

のセンター的機能の一層の整備が重要である。 

 そのため、通級による指導を担当する教員及び特別支援教育コーディネーターを

増やすために必要な財源を措置すること。 

 

文部科学省 通級指導教室等の充実 

○ 
 1 
 

◆現状・課題 

 ・ 平成24年文部科学省調査「通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教

育的支援を必要とする児童生徒に関する調査」によれば、通常の学級に在籍する児童

生徒のうち、「知的発達に遅れはないものの学習面又は行動面で著しい困難を示す」と

された児童生徒の割合は、6.5％存在するとされている。 

 ・ また、平成 26 年文部科学省調査「平成 26 年度通級による指導実施状況調査（平成

26年 5月 1日現在）」によれば、埼玉県では県内全児童生徒数の約0.3％にあたる1,454

名が発達障害・情緒障害通級指導教室に通級しており、今後も通級による指導が必要

な児童生徒の増大が見込まれる。 

 ・ 特別支援学校のセンター的機能の中核を担う特別支援教育コーディネーターへの相

談件数についても増加傾向にある。
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 特別支援学校の幼稚部及び専攻科についても、早期教育・専門教育の重要性に鑑

み、小学部、中学部及び高等部に準じた学級編制や教職員定数に係る法制度を整備

すること。 

 

文部科学省 

◆現状・課題 

 ・ 特別支援学校の小学部、中学部の教職員定数については、公立義務教育諸学校の学

級編制及び教職員定数の標準に関する法律、また、高等部の教職員定数については、

公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律において規定されてい

る。 

 ・ しかし、特別支援学校の幼稚部及び専攻科の教職員定数については、いずれの法律

にも規定がないため、給与費に係る県の負担部分が大きく、財政状況によっては、必

要な教職員数が措置できないことも想定され、きめ細かな指導を実施する上での障害

となっている。 

 

特別支援学校の幼稚部・専攻科の教職員定数に係る法制度の整備 

○ 
 2 
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要望先：厚生労働省 

県担当課：ウーマノミクス課・疾病対策課 
     社会福祉課 

就業支援と雇用の拡大 

 高齢化社会の進展に伴い、働く人が介護をしながら仕事を続けていけるよう、介

護離職の防止に向けた支援策を拡充する必要がある。 

 また、がんは国民の２人に１人が罹患し、今後もがん患者の増加が見込まれてお

り、働くことを希望する患者が安心して治療を受けられる社会の構築が望まれる。 

 生活保護受給者は引き続き増加しており、この５年間で６割以上増えて約９万６

千人となっている。このため、生活保護制度の見直しと生活保護受給者に対する自

立支援施策の強化が必要である。 

 さらに、平成27年４月から施行された生活困窮者自立支援法が第二のセーフティ

ネットとして機能するためには各自治体が自立支援事業を積極的に推進していく必

要がある。 

介護離職の防止に向けた支援の充実   

 親の介護に直面する年代はまさに企業の中核を担う人材であり、こうした人材が

離職することは企業にとっても大きな損失である。そこで、介護休業制度等につい

て取得日数・取得回数の拡大や対象となる労働者の範囲の拡大など現行制度を拡充

するよう法制度を整備すること。 

 

厚生労働省 

◆現状・課題 

 ・ 総務省の就業構造基本調査によると、本県で介護を理由に離職された方は平成23年

10月から24年９月までの１年間で約4,600人に上っている。 

 ・ 「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」では、

介護休業を取得できるのは対象家族１人につき93日までで介護状態ごとに原則１回で

ある。 

 ・ また、期間雇用者は、事業主に継続して雇用された期間が１年に満たない場合は介

護休業の対象外となる。 

 ・ 介護離職を防止するためにも、こうした現行制度における労働者への支援を充実す

る必要がある。 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」にお

ける介護休業制度等について、取得日数・取得回数の拡大や対象となる労働者の範囲

の拡大など現行制度を拡充するよう法制度を整備すること。 

 

 1 
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厚生労働省  がん患者の就労に関する支援    

働くことを希望するがん患者を支援するため、国は企業に対し就労環境の向上や、

就労継続に必要な法的な整備を検討すること。 

 
◆現状・課題 

 ・ がんは国民の２人に１人が罹患し、今後もがん患者の増加が見込まれる中、働くこ

とを希望する患者が増えていく。企業においても従業員ががんに罹患してやめてしま

うと、貴重な人材を失うなどのデメリットが大きい。企業ががん患者を受け入れ共生

する必要性を理解し、就労環境を向上するよう働きかけるなど、働くことを希望する

がん患者が安心して治療を受けられる社会の構築が望まれる。 

 ・ 本県では、がん診療連携拠点病院等のがん相談支援センターを中心として、がん患

者からの就労を含めた相談に対応している。相談員にアンケートをしたところ31パー

セントの者から就労に関する相談を受けているとの回答がある。このように就労に関

する相談は今後も増加が見込まれる。 

 ・ こうした中で、平成 22 年国勢調査によれば、本県では約 84 万人が都内へ通勤して

いる。企業に対する働きかけは本県だけでは限界があり、国が都道府県を越えて広域

的に取り組むことが必要である。   

 ・ また、企業で働くがん患者が通院治療するにあたって、休暇としての位置付けがな

く欠勤となってしまう例もあることから、国として実効性のある支援が必要である。 

単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 企業に対し、がん患者に関する理解を深め、就労環境が向上するよう働きかけるこ

と。 

 ・ 企業で働くがん患者の通院を休暇として扱う等の就労継続に必要な法的な整備を検

討すること。 
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生活保護制度の改善  

 国は、就労支援や不正受給対策を強化するために生活保護法の一部改正を行った

が、実効性のある制度とするため、引き続き、生活保護の実務を担う地方の意見を

十分に踏まえて不断の見直しを行うこと。 

 特に、近年増加している無料低額宿泊所の適正な運営を確保するため、法令によ

る規制を強化すること。 

 また、有料老人ホーム及びサービス付高齢者向け住宅に入居する生活保護受給者

の実施責任については、入居前の保護の実施機関が引き続き実施責任を負うものと

すること。 

 これに加え、入国を認めた外国人が生活に困窮した場合には、生活保護の準用で

はなく、国において対応すること。 

 さらに、生活保護基準は、社会経済情勢や地域の消費動向などを十分に勘案した

適切なものとするとともに、貧困の連鎖を防止する観点から、子供を含む世帯に十

分配慮すること。 

 住宅扶助基準が引き下げられるが、高齢者や障害者などで転居が困難な保護受給

世帯には見直し前の額を適用するなど柔軟な取扱いとすること。 

 救護施設における介護職員など直接処遇職員の配置基準を見直すとともに、配置

基準に見合った施設事務費の引上げを行うこと。 

厚生労働省 

◆現状・課題 

（１）生活保護法の一部改正について 

 ・ 国は、平成 25 年 12 月に国民の生活保護制度に対する信頼を高めるとともに、被保

護者の就労による自立の助長を図るため、生活保護法の一部改正を行い、平成26年７

月から施行された。 

 

（２）無料低額宿泊所に係る法整備について 

 ・ 県内には53施設（定員約2,650人）が存在しており、今後も増加が見込まれる。 

 ・ 現行法令（社会福祉法）では、無料低額宿泊所の設備・運営に関する基準の規定が

ない。また、事後の届出制であるため、経営状況などの事業者の適格性を事前にチェ

ックすることができない。 

 ・ 経営主体の制限がなく、個人、法人を問わず誰でも開設することができる。 

 ・ 社会福祉法の改善命令の規定が適用されない。 

 ・ 本県では独自に条例及びガイドラインを定めて指導しているが、十分な規制とは言

えない。 

 

 ○無料低額宿泊所数の推移 
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（３）有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の実施責任の見直しについて 

 ・ 被保護者が、管外の有料老人ホームに入居した場合、当該ホームが居住地となり、

保護の実施責任は、ホームが所在する保護の実施機関へ移ることになる。サービス付 

  き高齢者向け住宅も同様である。 

 ・ 有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅は今後も増加が見込まれ、管外か

らの転入により、これらが立地する保護の実施機関の負担が増えてしまう。 

 

（４）外国人に対する生活保護の準用について 

 ・ 本県の外国人に対する生活保護の現状は、この５年間で受給者が2,100人から3,400

人に急増し、保護費についても37億円から60億円に増加している。 

 ・ 外国人については、昭和29年の厚生省社会局長通知により、日本国民に準じて生活

保護を行うこととされている。 

 ・ しかし、当該通知後、60年以上を経過し、外国人の生活保護受給者が増加する中で、

地方自治体の負担が重くなっており、外国人に対する生活保護の準用を抜本的に見直

す必要がある。 

 

（５）生活保護基準について 

 ・ 国は、生活扶助基準を改正し、平成 25 年８月から平成 27 年度までの３年間で、生

活扶助を7.3％引き下げた。今回の改正では、夫婦と子供２人の世帯の下げ幅が9.0％

と大きくなっている。 

 ・ また、平成27年 7月から住宅扶助費の見直しが、さらに冬季加算の見直しが予定さ

れている。 

 ・ 特に、本県２級地の自治体は住宅扶助上限額の大幅な引下げが予定されており、上

限額の範囲内では現在の賃貸住宅への入居が継続できない被保護世帯が生じることが

懸念される。 

 ・ 最低限度の生活の維持に支障が生じないよう、転居の困難な被保護世帯に対する転

居指導を猶予するなど特段の措置を講じる必要がある。 

 

（６）救護施設の事務費支弁基準の引上げについて 

 ・ 救護施設では、入所者の高齢化、障害の重度化が深刻な問題となっている。 

 ・ 県内には２施設あり256人が入所しているが、入所者の平均年齢は66.8歳と高齢化

し、全部介助を必要とする者は36人、一部介助を必要とする者は194人となっている。 

 ・ 現行の施設事務費支弁基準額では、十分に職員が配置できず一人当たりの介助負担

が増大し、入所者に対する適切な処遇に支障をきたすおそれがある。 

 

施設定員 101～110人 救護施設 障害児入所施設 

一般事務費(月単価)       122,200円   137,650円 

※ H26年度事務費支弁基準額。救護施設は人事院勧告分を反映。 

  

 ○ 救護施設について 

 ・ 生活保護法第38条に基づく保護施設の一つであり、身体上又は精神上著しい障害が

あるために日常生活を営むことが困難な者を受け入れ、生活扶助を行う施設。 
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◆提案・要望の具体的内容 

（１）生活保護制度の見直しについて 

 ・ 実効性のある制度とするため、生活保護の実務を担う地方の意見を十分に踏まえて

不断の見直しを行うこと。 

 

（２）無料低額宿泊所に係る法整備について 

 ・ 無料低額宿泊所の適正な運営を確保するため、施設の設備・運営に関する基準を整

備すること。また、事前の許可制とするとともに、事業者の財務資料の公表により、

経理の透明性を確保すること。 

 ・ 個人による経営実態の隠蔽を防ぐため、実施主体を法人に制限すること。 

 ・ 指導の実効性を担保するため、他の社会福祉施設と同様に改善命令を適用すること。 

 

（３）有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の実施責任の見直しについて 

 ・ 被保護者が、有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅に入居した場合、特

別養護老人ホーム入所の例と同じく、入居前の保護の実施機関が引き続き保護の実施

責任を負うこと。 

 

（４）外国人に対する生活保護の準用について 

 ・ 入国を認めた外国人が生活に困窮した場合には、生活保護の準用ではなく、国にお

いて対応すること。 

 

（５）生活保護基準について 

 ・ 生活保護基準は、平成25年８月から３か年かけて、年齢・世帯人員・地域差の歪み

を調整することとされたが、今後も引き続き、社会経済情勢や地域の消費動向などを

十分に勘案した適切なものとすること。また、貧困の連鎖を防止する観点から子供を

含む世帯への影響に十分配慮したものとすること。 

 ・ 住宅扶助基準の見直しに当たっては、転居が困難な世帯には見直し前の額を適用す

るなど最低限度の生活の維持に影響が生じないよう柔軟な取扱いとすること。 

 

（６）救護施設の事務費支弁基準の引上げについて 

 ・ 直接処遇職員の配置基準を見直すとともに、配置基準に見合った施設事務費の引上

げを行うこと。 
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生活保護受給者の自立支援の推進と財源の確保 

○○○○ 
 福祉事務所のケースワーカーは、急増する生活保護受給者の援助・指導に追われ、

きめ細かな自立支援に手が回らない状況にある。 

 本県では、就労支援及び住宅確保に関する専門性を持った支援員を配置し、生活

保護受給者の自立支援に大きな効果を上げているが、国庫補助率が 10 分の 10 から

就労支援が３分の２、住宅支援が４分の３に引き下げられた。 

 就労支援及び住宅支援は、生活保護受給者の自立支援にとって極めて重要なこと

であることから、必要な財源については国が責任をもって確保し、各自治体が積極

的に事業に取り組めるよう国庫補助率を引き上げること。 

厚生労働省 

◆現状・課題 

 ・ 本県の生活保護受給者の自立支援の取組は、国の緊急雇用創出事業臨時特例交付金

（以下、基金という。）を活用し、「生活保護受給者チャレンジ支援事業」として以下

の事業を実施してきた。 

 ・ 平成27年度から国の補助制度が変わり、当該事業は生活困窮者就労準備支援事業費

等補助金の対象となり、国庫補助率が 10 分の 10 から就労支援は３分の２、住宅支援

は４分の３にそれぞれ引き下げられた。 

 ・ 生活保護受給者の自立支援は、生活保護法の目的の一つであり、各自治体が継続的

に取り組む事業の財源は、国において責任をもって確保する必要がある。 

 

○生活保護受給者チャレンジ支援事業 

（１）就労支援について 

 ・ 県内の生活保護世帯は、平成25年 12月現在70,247世帯であり、リーマンショック

前の20年９月と比較すると77.9％増加している。 

 ・ 生活保護世帯のうち、就労可能と考えられる「その他世帯」は14,330世帯であり、

平成20年９月と比較すると302.4％増加している。 

 ・ 有効求人倍率が0.81倍（平成26年 12月）と厳しい状況において、特筆すべき技術

や職歴がない者が再就職先を見つけることは容易ではない。 

 ・ 本県では、平成22年９月から全県（さいたま市を除く）の生活保護受給者を対象に

職業訓練支援員を配置し、職業訓練の受講から就職までマンツーマンで一貫した支援

を行っている。 

 ・ 平成27年度からは県は町村部のみで事業を実施。市部は市が事業を実施するが、県

がこれまで実施してきた事業と同様に取り組む市は40市中８市に留まっている。 

 

（２）住宅支援について 

 ・ 県内には無料低額宿泊所が52施設あり、約2,600人が入所している。 

 ・ 本県では、平成22年９月から全県（さいたま市を除く）の生活保護受給者を対象に

住宅ソーシャルワーカーを配置し、無料低額宿泊所入所者の年齢、障害の有無、生活

能力に応じて、民間アパート等への転居支援を行っている。 

 ・ 平成27年度からは県は町村部のみで事業を実施。市部は市が事業を実施するが、県

がこれまで実施してきた事業と同様に取り組む市は40市中８市に留まっている。 

 

 4 

2 
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生活困窮者の自立支援の推進と財源の確保 

 生活困窮者の自立を促進するため生活困窮者自立支援法が平成27年４月から施行

された。 

 同法の目的を達成するためには、必須事業だけでなく任意事業についても各自治

体が積極的に実施することが求められている。 

 自治体の取組を後押しするために、同法の各事業の国庫補助率及び国庫補助の上

限となる基準額を引き上げ、国として積極的に財政支援すること。 

 

厚生労働省 

◆現状・課題 

 ・ 生活困窮者自立支援法が平成27年４月から施行された。 

 ・ 法の目的である生活困窮者の自立を促進するためには、実施主体である自治体が自

立支援施策を積極的に推進していくことが必要である。 

 ・ さらに、必須事業だけでなく任意事業についても各自治体が創意工夫して実施する

ことで、自立支援の効果が上がることが期待される。 

 ・ しかし、任意事業の国庫補助率は、就労準備支援事業３分の２、一時生活支援事業 

  ３分の２、家計相談支援事業２分の１と低い上、国庫補助の上限である基準額が設定

されている。 

 ・ 各自治体の財政状況は厳しく、任意事業は国庫補助率及び基準額が低いため実施で

きない自治体の方が多い。 

 ・ 具体的には就労準備支援事業は 40 市中７市、一時生活支援事業は 40 市中３市、家

計相談支援事業は40市中８市の実施に留まっている状況にある。 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 生活困窮者自立支援法に係る自治体の取組を後押しするために、全ての事業の国庫

補助率及び国庫補助の上限となる基準額を引き上げ、国が積極的に財政支援を行うこ

と。 

 

 6 

2 
 

生活保護受給世帯及び生活困窮世帯の子供に対する学習支援の推進   

（再掲） 厚生労働省 
 5 

2 
 

  就労支援・住宅支援の実績 

 22年度 23年度 24年度 25年度 

就労支援による就職者数 191人 618人 701人 831人 

住宅支援によるアパート等転居者数 250人 673人 773人 866人 

  ※ 就労支援の効果額（推計） 

 就労支援の就職者の平均月収は平成 25 年度実績で 102,822 円である。このため

12か月分の効果額を推計すると約10億 2500万円となる。 

（平均月収×就職者数×12か月＝効果額） 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 各自治体が実施する生活保護受給者に対する自立支援に必要な財源については、国

が責任もって確保し、各自治体が積極的に事業に取り組めるよう国庫補助率を引き上

げること。 

 ・ 少なくとも生活保護法の国庫負担割合と同様に国庫補助率を４分の３とすること。 
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障害者の自立・生活支援 

要望先：内閣府・厚生労働省 

県担当課：福祉政策課・障害者福祉推進課 
障害者支援課・国保医療課 

障害者がその能力や適性に応じて地域で自立して暮らせる社会を構築するために

は、障害者保健福祉制度の円滑な運営と障害者を支援するための施策の更なる充実

が課題となっている。 

 

障害者支援制度の見直し 

 障がい者制度改革推進会議総合福祉部会が取りまとめた骨格提言を尊重し、可能

な限りその実現を図ること。特に現在は日額払いである施設系支援にかかる報酬に

ついて、事業が安定的に運営できるよう事業運営報酬の部分については、月額払い

とすること。 

 障害福祉サービスの充実を図るためにも、市町村が実施する地域生活支援事業に

ついて、定められた補助率を守ること。 

 

厚生労働省 

◆現状・課題 

 ・ 平成18年４月に施行された障害者自立支援法は、利用者の１割負担や報酬の日額化

に伴う事業所収入の減少など、現場に大きな混乱をもたらした。 

 ・ 平成23年８月に障がい者制度改革推進会議総合福祉部会は、障害者総合福祉法の骨

格に関する総合福祉部会の提言を取りまとめた。 

 ・ 政府は、障害者自立支援法の名称を障害者総合支援法に改め、平成25年４月から施

行したが、障害者総合支援法は、障がい者制度改革推進会議総合福祉部会が取りまと

めた骨格提言の内容を十分に反映していない。 

 ・ 市町村の地域生活支援事業に対する国の補助金については、事業実績に応じた補助

金（補助率50％）となっていない。 

 ＜参考＞市町村地域生活支援事業に対する国の補助金の充当率 

年度 21 22 23 24 25 

充当率 44％ 42％ 40％ 38％ 34％ 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 骨格提言を尊重し、可能な限りその実現を図ること。特に施設系支援にかかる報酬

については、人件費、固定経費、一般管理費などの事業運営報酬は月額払いにするこ 

 ・ 市町村地域生活支援事業などについては適切な財源措置を講ずること。 

 

◆参考（障害者自立支援給付における財政負担） 

      国１／２、県１／４、市町村１／４ 

1 
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障害者支援施設の整備 

 障害者支援施設の入所者については、現在、地域生活への移行促進を図っている。 

 その一方で、自傷、パニックなどの強度行動障害や重複障害などにより施設入所

が必要な方々が多数入所待ちをしている。 

 子供の成長や親の高齢化などにより、家庭生活での支援が限界に達している状況

を改善するため、障害者支援施設の整備が必要である。 

 平成24年度、国の予備費による緊急経済対策において、入所施設（１施設・入所

定員60人）の整備に対する国庫補助が認められたところであるが、依然として施設

が不足している実情を踏まえ、今後とも必要な障害者支援施設の整備に対し、国庫

補助の措置を講じること。 

 

厚生労働省 

◆現状・課題 

 ・ 本県の入所待機者は年々増加しており、強度行動障害や重複障害などにより地域社

会での生活が困難な、真に施設入所を必要とする障害者が多数入所待ちをしている状

況にある。 

 １ 入所待機者数の推移              （各年５月１日現在） 

 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 H27.2.1 

知的障害者 639人  730人  807人  936人  953人 

身体障害者 375人  396人  386人  385人  376人 

  計 1,014人 1,126人 1,193人 1,321人 1,329人 

  

 ２ 障害者支援施設数・定員（平成27年 3月 31日現在） 

施設種別 施設数 定員 

主に知的障害者の障害者支援施設   69  4,320人 

主に身体障害者の障害者支援施設   31  1,777人 

計  100  6,097人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 本県の人口は全国第５位であるが、人口10万人あたりの障害者支援施設の定員数は

全国第42位である。施設入所待機者が1,300人を超え施設が不足している実情を踏ま

え、グループホームでの対応が困難な方のための障害者支援施設の整備に対し、国庫

補助の措置を講じること。 

 

 

 

 

 2

1 
 

○第４期埼玉県障害者支援計画の数値目標（計画期間 平成27年度～平成29年度） 

 ・障害者支援施設の平成25年度利用者の12％を地域生活へ移行 

   平成25年度利用者数      5,313人 

   地域移行12％（Ｈ29末目標）   638人 

 ・障害者支援施設は必要数を整備 

 

○ 国は、地域生活への移行により、平成 29 年度末の障害者支援施設の定員を平成

25年度の定員から４％以上削減することを基本としている。また、定員増を伴う障

害者支援施設の整備に対する補助を原則認めていない。 
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社会福祉施設等施設整備費補助金の増額 

  障害者が住み慣れた地域で安心して生活できるようにするためには、生活の拠点

となるグループホームの整備を計画的に促進していく必要がある。 

 県では、障害者の地域生活への移行を推進していくために、毎年 250 人のグルー

プホームの利用定員数の確保を目標としている。 

 また、施設利用者の安心・安全を確保するため、耐震化及びスプリンクラー整備

が必要な建物について、計画的に整備を進めている。 

 施設整備を促進していく上で、国庫補助制度の活用が必要不可欠であることから、

必要な整備を確実に行うための財源を確保し、協議した案件全てが認められるよう

予算措置を行うこと。 

 

厚生労働省 

◆現状・課題 

 ・ 障害者支援施設などを退所したり、自宅を出て親と離れた暮らしを希望する障害者

が地域で生活する場としてグループホームの整備を進める必要がある。 

 ・ 県の５か年計画では、毎年 250 人の利用定員数を確保し、平成 28 年度末までにおけ

る利用定員数3,800人分を目標値としている。 

 ・ また、昭和56年改正建築基準法以前に建築された建物のうち、耐震化整備が必要な

建物については、平成29年度までに計画的に耐震化整備を進めている。 

 ・ こうした中、県では、事業実施年度の前年度から、事業予定者からの協議受付、審

査委員会による審査、県予算の確保など事業実施に向けた手続きを進めているが、こ

れは、国予算が十分に確保されることを前提として行っているものである。 

 ・ 平成27年度の国予算は、県が協議を予定している施設整備について、全て採択して

もらえるか見通しは不明である。 

 

 【埼玉県５か年計画の政策指標：グループホーム定員目標値】 

   平成22年度末 2,305人→平成28年度末 3,800人 

年 度 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

目標値（人） 2,300 2,505 2,755 3,005 3,255 3,550 3,800 

実 績（人） 2,305 2,535 2,785 3,173 3,386   

   

 【耐震化未対応施設の状況】 （平成27年 3月 31日現在） 

 施設数 耐震化必要施設 

入所施設    91        6 

通所事業所   386 

自己所有  6 

賃貸    16 

公立    9 

合  計   477        37 
   ※ さいたま市、川越市、国リハ及び秩父学園を除く。 

   ※ 通所事業所（公立）は補助対象外 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 施設整備を促進していく上で、国庫補助制度の活用が必要不可欠であることから、

必要な整備を確実に行うための財源を確保し、協議した案件全てが認められるよう予

算措置を行うこと。 
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高齢者向け障害者入所施設の整備等  

 障害者支援施設利用者の高齢化が進んでいる現状を踏まえ、高齢障害者が安心し

て安全に生活することが出来るよう、高齢者の特性にも対応した支援が可能な高齢

障害者向けの入所施設の整備、運営について必要な財政的支援を行うこと。 

  

 

 

厚生労働省 

◆現状・課題 

 ・ 障害者支援施設においては、利用者の高齢化に伴い障害が重度化し、身体介護、医

療的ケア等を必要とする利用者が増加している。 

 ・ 65 歳以上の高齢障害者は、原則として介護保険の適用が優先されるが、障害者支援

施設の利用者は、当該施設で介護保険のサービスに相当するサービスが提供されてい

ること、また、長期に継続して入所している実態があることから、当分の間、介護保

険の被保険者にはならないものとされている。 

 ・ しかしながら現在の障害者支援施設には、認知症や骨粗しょう症などの高齢者の特

性に対応した個別に身体介護や見守り等ができる人員体制や特殊浴槽などの設備が備

わっておらず、十分な処遇がなされているとは言えない。 

 ・ また、若い入所者と一緒に暮らすことで高齢障害者は常に危険にさらされているこ

とになる。 

 ・ このような状況で、他に行き場のない利用者は、高齢化に対応できない障害者支援

施設から追い出されてしまうのではとの不安を感じている。 

 

 ○障害者支援施設における高齢障害者数   （平成26年 3月 31日現在） 
障害者 
支援施設 

定員(施設数) 利用者数 
利用者のうち 

65歳以上高齢障害者 

知 的 4,262人(68) 4,035人 422人(10.5%) 

身 障 1,758人(31) 1,403人 369人(26.3%) 

計 6,020人(99) 5,438人 791人(14.5%) 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 高齢障害者が安心して安全に生活することが出来るように、障害の特性に加え、加

齢による心身の機能低下など高齢者の特性に対応した人員配置や設備を備えた高齢障

害者向け入所施設の整備、運営について必要な財政的支援を行うこと。 
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レスパイトケアなど在宅障害児・者を介護する家族への支援の充実 

厚生労働省 

◆現状・課題 

 ・ 医療的ケアが必要な重症心身障害児・者を在宅で介助する家族の負担は非常に重い

ため、定期的なレスパイトケアが必要である。 

 ・ しかし、医療的ケアを必要とする重症心身障害児・者が利用できる障害福祉サービ

ス事業所は極めて少ない状況にある。その理由として、以下の２つがある。 

 （１）障害児通所支援事業について、医療連携体制加算が１日5,000円と低額であるこ

とから、看護職人材が見つからない。 

 （２）宿泊利用できる医療型短期入所事業所の報酬が低額なため、事業を開始する施設

等が少ない。    

・短期入所の受入れを行った場合の報酬＝29,970円/日 

・入院診療報酬＝50,700円/日 

 ・ そこで、本県では、超重症児を受け入れた医療的ケアが可能な日中一時支援事業所

に経費の助成を行う市町村に対して、その事業費の一部を補助している。 

 ・ また、超重症児を受け入れた医療型短期入所事業所に短期入所報酬と入院診療報酬

との差額相当分の助成を行う市町村に対して、その事業費の一部を補助している。 

 ・ 医療的ケアが必要な重症心身障害児・者を在宅で介助する家族のレスパイトケアを

充実させるためには、国において報酬の引上げを行う必要がある。 

 

 ＜参考＞本県における在宅の重症心身障害児・者数（平成25年 4月１日現在） 

重症心身障害者（超重症含む）    1,074人 

重症心身障害児（超重症含む）     853人 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 障害児通所支援事業の医療連携体制加算を引き上げること。 

 ・ 医療型短期入所事業所の報酬を、入院診療報酬と同程度の報酬とすること。 

 

 5 
 

 医療的ケアを必要とする重症心身障害児・者を介護する家族への定期的なレスパ

イト利用のため、障害児通所支援事業等の報酬を引き上げること。 
※レスパイトケア… 障害児・者などを在宅でケアしている家族を癒すた

め、一時的にケアを代行し、リフレッシュを図っても

らうもの 
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入院中の重度障害者等への支援 【新規】  6 厚生労働省 

◆現状・課題 

 ・ 入院中の看護については、厚生労働省の通知において、「看護は保険医療機関の看護

職員のみによって行われるもの」とされており、基本的には、医療機関で必要な体制

を整えるべきである。 

 ・ しかし、重度訪問介護を利用している障害者等のうち、意思疎通に困難があるもの

などが入院した場合、医療機関で十分な対応ができないことから、家族が付き添いを

求められるケースもある。 

 ・ 重度障害者等は１人１人介護方法が異なり、家族も常時付き添いが困難であるため、

日頃長時間介護を行っているヘルパーでないと対応が難しい。 

 ・ 入院中は特に看護師による看護に加え、きめ細かい介護が必要となる場合もあり、

その際には障害特性に精通したヘルパーを派遣できるようなサービスの導入が求めら

れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 重度障害者等のうち、意思疎通に困難があるものなどが入院した場合は、原則とし

て障害特性に精通したヘルパーを派遣できるよう、保険医療機関における看護制度及

び重度訪問介護制度の必要な見直しを行うこと。 

重度訪問介護を利用している障害者等のうち、意思の疎通に困難があるものなど

が入院した場合、医療機関で十分な看護ができず、家族が付き添いを求められるケ

ースもある。 

このような場合には、原則として障害特性に精通したヘルパーを派遣できるよう、

保険医療機関における看護制度及び重度訪問介護制度の必要な見直しを行うこと。 

 

厚生労働省保険局医療課長通知 

「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」 

（平成26年３月５日付保医発0305第１号） 

別添２ 入院基本料等の施設基準等 

第２ ４（６） 

ア 看護は、当該保険医療機関の看護職員のみによって行われるものであり、

当該保険医療機関において患者の負担による付添看護が行われてはならな

い。 
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発達障害児・者への支援 

 児童発達支援センター等において、作業療法士等の専門職が発達が気になる子供

に個別療育を行うことを新たなサービスとして位置付けるとともに、これに係る財

政措置を講ずること。 

 発達障害児・者を支える人材育成を図るための財政措置を充実させること。 

 

厚生労働省 

◆現状・課題 

 ・ 本県では、平成23年度から発達障害施策に重点的に取り組み、発達障害児・者が乳

幼児期から成人期まで生涯を通じて適切な支援を受けられるよう、専門的な知識を持

つ人材の育成、親への支援、診療・療育体制の強化、就労の支援を推進してきた。こ

の結果、発達障害についての認識が高まり、とりわけ保育士や幼稚園教諭の人材育成

により「気づき」の目が養われることによって発達が気になる子供の早期発見が促進

されているが、発達障害の療育を専門的に実施できる機関が少ない状況である。 

 ・ 診療・療育体制の強化を図るため、県内３か所の医療型障害児入所施設に医師及び

作業療法士等を配置した中核発達支援センターを設置しているが、現在利用まで５か

月待ちの状況であり、今後更に待ち期間が延びる見込みである。 

 ・ このため、児童発達支援センター等が作業療法士等の専門職を配置して個別療育を

実施することによって療育のニーズに対応可能となるがサービスの位置付けがない。 

 ・ また、以下のとおり発達障害児・者を支える人材の育成が求められている。 

 発達障害の個別療育を行うことができる作業療法士等の専門職の育成 

 乳幼児期健診にあたる小児科医や成人期の医療にあたる精神科医の専門知識の向

上 

 発達障害児への支援は、保育所・幼稚園の役割が非常に大きいため、保育士・幼

稚園教諭等に対し、基礎知識と子供への接し方の向上を図るための人材育成 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 発達が気になる子供が身近な地域で適切な支援を受けられるようにするため、児童

発達支援センター等に作業療法士等の専門職を配置して個別療育を行うサービスを障

害福祉制度に新たなサービスとして位置付けるとともに、適切な報酬単価を設定し必

要な財政措置を講ずること。 

 ・ 発達障害児・者を支える人材育成を図るための財政措置を充実させること。 

 

 7 
 



                       134 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重度心身障害者に対する公費負担医療制度の創設 

に対する公費負担医療制度の創設 
 地方単独事業として全都道府県で実施されている重度心身障害者に対する医療費

助成について、国として身体・知的・精神障害者を対象とした統一的な公費負担医

療制度を創設すること。 

 また、医療費助成制度の現物給付の実施に伴う国民健康保険の国庫負担金の減額

措置を直ちに廃止すること。 

。 

厚生労働省 
 

◆現状・課題 

 ・ 重度心身障害者に対する医療費助成制度は、経済的基盤の弱い重度心身障害者やそ

の家族の経済的・精神的負担の軽減に大きく寄与している。 

 ・ 一方、この制度は地方単独事業であるため、各都道府県で受給対象者や助成対象範

囲・助成方法などが異なっており、不均衡が生じている。 

 ・ また、市町村が現物給付を行う場合は、国民健康保険の国庫負担金を減額する措置

がとられている。 

 

 ○埼玉県の重度心身障害者医療費の助成状況 

 

医療費支給対象 

身障手帳：１～３級 

療育手帳：マルＡ 、Ａ、Ｂ 

精神手帳：１級（精神病床への入院費用は助成しない） 

後期高齢者医療制度の障害認定者 

※ 平成27年1月以降に65歳以上で新たに障害者手帳を取得した場 

 合は対象外。 

医療費支給方法 償還払い 

平成27年度予算 8,110,442千円 

平成26年度実績 対象者：156,544人       支給件数：3,818,070件 

市町村支給額：15,746,603千円  県補助額：7,338,339千円 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 重度心身障害者に対する医療費助成が全国的に実施されていることを踏まえ、国の

責任のもとに身体・知的・精神障害者に対する全国統一した公費負担医療制度を創設

すること。 

 ・ 医療費助成制度の現物給付の実施に伴う国民健康保険の国庫負担金の減額措置は本

来国が果たすべきセーフティネットを担っている地方公共団体の努力を阻害するもの

であり、直ちに廃止すること。 
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軽度・中等度難聴児に対する補装具(補聴器)費の支給 

 身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度難聴児に対して、補聴器の補

装具費を支給できるように必要な措置を講ずること。 

 

厚生労働省 

◆現状・課題 

 ・ 児童の聴覚の障害は、言語・コミュニケーション能力などの発達に、また教育の場

における学習上の困難さを生じさせている。 

 ・ 軽度・中等度難聴児においても、その困難さの軽減のため補聴器装着の効果は大き

い。しかし、軽度・中等度難聴児は、身体障害者手帳の交付できる認定基準に達して

いないことから、補聴器の購入は全額自己負担となっている。 

 ・ 軽度・中等度難聴児を養育している世帯の多くは通常若年層であり、補聴器購入は

大きな経済的負担となっている。 

 ・ そこで、本県では、平成24年度から軽度・中等度難聴児に補聴器の購入費用の助成

を行う市町村に対して、その事業費の一部を補助している。 

 ・ 同様の補助を実施している自治体が、全国的にも拡大している状況にある。 

 ・ 軽度・中等度難聴児に対する補聴器購入費用の助成は、国が補装具費として措置す

る必要がある。 

 

（１）補聴器購入費用例（両耳） 

  ・ 軽度・中等度難聴用耳かけ型  110,878円 

  ・ ＦＭ型            391,742円 

（２）全国の補助実施状況 

    平成23年度以前 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

補助実施 
都道府県数 

7 13 30 36 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 軽度・中等度難聴児の言語・コミュニケーション能力などの発達や学習における困  

難の軽減を図るため、補聴器購入費用の助成について、国として措置すること。  

 

◆参考（身体障害者手帳所持者に対する障害者総合支援法における財政負担） 

   国１／２、県１／４、市町村１／４ 
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 障害者差別解消法の施行に係る財政支援 

 障害者差別解消法の円滑な施行に支障がないよう必要な財源を確保すること。 

◆現状・課題 

 ・ 障害者差別解消法が平成25年 6月 26日に公布され、平成28年 4月 1日に施行され

ることとなった。 

 ・ この中で、地方公共団体等では不当な差別的取扱いの禁止や合理的配慮の提供が義

務付けられ、また、民間事業者においては、不当な差別的取扱いが禁止され、合理的

配慮の提供が努力義務とされた。 

 ・ 特に地方公共団体においては、例えば住民の関心と理解を深めるための啓発活動、

既存機関を活用した相談及び紛争防止等のための体制整備、障害者差別解消支援地域

協議会の組織化や運営など業務量の増大が想定される。 

 ・ ついては、円滑な法施行に向け、地方公共団体が行う事業に対して、国において財

源措置を講じる必要がある。 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 地方公共団体が行う啓発活動、相談及び紛争防止等のための体制整備、障害者差別

解消支援地域協議会の組織化や運営など円滑な法施行に必要な経費について、財源措

置を講ずること。 
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